
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国民健康保険に係る制度改正等について 

資料７ 



 

 Ⅰ 国民健康保険税の基礎課税額に係る課税限度額を58万円（現行：54万円）に引き上げる。 
 Ⅱ 国民健康保険税の減額の対象となる所得の基準について、次のとおりとする。 
  ① ５割軽減の対象となる世帯の軽減判定所得の算定において被保険者の数に乗ずべき金額を 
   27.5万円（現行：27万円）に引き上げる。 
  ② ２割軽減の対象となる世帯の軽減判定所得の算定において被保険者の数に乗ずべき金額を 
   50万円（現行：49万円）に引き上げる。 

１．大綱の概要 

２．制度の内容 

現行 

【現行】 軽減判定所得 
７割軽減基準額＝基礎控除額(33万円) 
５割軽減基準額＝基礎控除額(33万円)＋27万円×(被保険者数＊) 
２割軽減基準額＝基礎控除額(33万円)＋49万円×(被保険者数＊) 

７割 
軽減 

５割 応益分（約50％） 

応能分（約50％） 

２割 ７割 
軽減 

５割 ２割 

Ⅱ 経済動向等を踏まえ、 

  軽減判定所得を見直し 

【現行】課税限度額  
 基礎課税額：54万円  
 後期高齢者支援金等課税額：19万円 
 介護納付金課税額：16万円 

中間所得層の被保険者の負担に配慮した 
国民健康保険税の見直しが可能となる。 

保険税額 

所得額 所得額 

保険税額 

① ② 

【改正後】課税限度額 
 基礎課税額：58万円  
 後期高齢者支援金等課税額：19万円 
 介護納付金課税額：16万円 

改正後 

【改正後】 軽減判定所得 
７割軽減基準額＝基礎控除額(33万円) 
５割軽減基準額＝基礎控除額(33万円)＋27.5万円×(被保険者数＊) 
２割軽減基準額＝基礎控除額(33万円)＋50万円×(被保険者数＊) 

国民健康保険税の課税限度額の見直し及び低所得者に係る国民健康保険税の軽減判定所得の見直し 
（国民健康保険税） 

＊被保険者数には、同じ世帯の中で国民健康保険の被保険者から後期高齢者医療の被保険者に移行した者を含む。 

Ⅰ 課税限度額の見直し 

１



都道府県単位での資格の管理について

（被保険者）

第５条 都道府県の区域内に住所を有する者は、当該都道府県が当該都道府県内市町村とともに行う国民健康保険の被保険者とする。

（資格取得の時期）

第７条 都道府県等が行う国民健康保険の被保険者は、都道府県の区域内に住所を有するに至つた日又は前条各号のいずれにも該当しな

くなつた日から、その資格を取得する。

（資格喪失の時期）

第８条 都道府県等が行う国民健康保険の被保険者は、都道府県の区域内に住所を有しなくなつた日の翌日又は第６条各号（第９号及び

第10号を除く。）のいずれかに該当するに至つた日の翌日から、その資格を喪失する。ただし、当該市町村の区域内に住所を有しなく

なつた日に他の市町村の区域内に住所を有するに至つたときは、その日から、その資格を喪失する。

２ （略）

■ 改正後の国民健康保険法（抜粋）

改正前

改正後

【改正事項のポイント】

○改正後においては、被保険者が同一都道府県内の他の

市町村へ転居した場合には、資格は継続する。

○ただし、転居後の市町村において、改めて被保険者証を

交付する。（転出時は被保険者証を返還する。）
＊資格管理の法的主体は市町村

Ｘ県Ａ市 Ｘ県Ｂ市 Ｙ県Ｃ市

Ａ市国保の資格喪失
Ｂ市国保の資格取得

Ｂ市国保の資格喪失
Ｃ市国保の資格取得

Ｘ県等国保の資格喪失
Ｙ県等国保の資格取得

Ｂ市の被保険者証
を交付（資格は継続）

① ②

③ ④

Ｘ県Ａ市 Ｘ県Ｂ市 Ｙ県Ｃ市

※新制度施行後の一定の期間（一斉更新時期を目安）においては、従来の被保
険者証を使用することができるよう省令に経過措置を設けている。

２



平成29年度 平成30年度

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月

A県
A市 ① ③ ④

B市 ②

C県 C市 ①

県内で通算されて多数回該当（４月目）新制度施行

市町村単位においては従前の例により、新制度施行前分も通算されて多数回該当(４月目）となる

平成29年度 平成30年度

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月

A県
A市 ① ④

B市 ① ② ④

C県 C市 ①

同一都道府県内市町村間の住所異動に伴う多数回該当の引継ぎ

同一都道府県内市町村間住所異動に伴う高額療養費多数回該当の判定の場合

○ 平成30年度以降は、都道府県も国民健康保険の保険者となることに伴い、市町村をまたがる住所の異動があって
も、それが同一都道府県内であり、かつ、世帯の継続性が保たれている場合には、平成30年４月以降の療養におい
て発生した転出地における高額療養費の多数回該当に係る該当回数を転入地に引継ぎ、前住所地から通算して被保
険者の負担軽減を図る。

○ 新制度施行後は平成30年4月以降の都道府県内における該当回数を市町村間で連続して通算するが、市町村内に
おける直近12月間中の該当回数は、従前の例により平成30年3月以前分も連続して通算する。

新制度施行前後をまたがる場合
県内で通算されて多数回該当（４月目）

３



○～29年７月（70歳以上）

区分（年収）
限度額

（世帯※1）
外来
(個人)

年収約1160万円～
標報83万円以上

課税所得690万円以上

252,600円 + 1％
＜140,100円＞

年収約770万～約1160万円

標報53～79万円

課税所得380万円以上

167,400円 + 1％
＜93,000円＞

年収約370万～約770万円

標報28～50万円

課税所得145万円以上

80,100円 + 1％
＜44,400円＞

一般

18,000円
（年間上限
14.4万円

※3）

57,600円
＜44,400円＞

住民税非課税

8,000円

24,600円

住民税非課税
（所得が一定以下）

15,000円

○2段目（30年８月～）○現行（29年８月～30年７月）

限度額
（世帯※1）

外来
(個人)

57,600円
80,100円 +

1％
＜44,400円＞

14,000円
（年間上限
14.4万円

※3）

57,600円
＜44,400円＞

8,000円
24,600円

15,000円

区分
限度額

（世帯※1）
外来
(個人)

現役並み
（年収約370万円以上）

健保
標報28万円以上

国保・後期
課税所得145万円以上

44,400円
80,100円

+ 1％
＜44,400円＞

一般
（年収156万～370万円）

健保
標報26万円以下
国保・後期
課税所得145万円未満※
２

12,000円 44,400円

住民税非課税

8,000円
24,600円

住民税非課税
（所得が一定以下）

15,000円

※１ 同じ世帯で同じ保険者に属する者 ※２ 収入の合計額が520万円未満（1人世帯の場合は383万円未満）の場合も含む。
※３ １年間のうち一般区分又は住民税非課税区分であった月の外来の自己負担額の合計額について、14.4万円の上限を設ける。
＜ ＞内の金額は、過去12ヶ月に３回以上高額療養費の支給を受けた場合の４回目以降の限度額（多数回該当）。年収は東京都特別区在住の単身者の例。

○ 高額療養費制度は、家計に対する医療費の自己負担が過重なものとならないよう、医療機関の窓口において医療費の自己負担を支払っていただいた後、月ごとの自
己負担限度額を超える部分について、事後的に保険者から償還払い（※）される制度。

（※）入院の場合や同一医療機関での外来の場合、医療機関の窓口での支払を自己負担限度額までにとどめる現物給付化の仕組みが導入されている。

○ 自己負担限度額は、被保険者の所得に応じて設定される。

制度概要

○ 第１段階目（29年８月～30年７月）では、平成29年７月までの枠組みを維持したまま、限度額を引き上げ。一般区分の限度額（世帯）については、
多数回該当を設定。

○ 第２段階目（30年８月～）では、現役並み所得区分については細分化した上で限度額を引き上げ。 一般区分については外来上限額を引き上げ。
○ 一般区分については、 7月31日を基準日として、 １年間（8月～翌7月）の外来の自己負担額の合計額に、年間14.4万円の上限を設ける。

※年間上限額は基準日に一般もしくは住民税非課税区分である場合に対象となる。

見直し概要

高額療養費制度の見直し

限度額
（世帯）

252,600円 + 1％
＜140,100円＞

167,400円 + 1％
＜93,000円＞

80,100円 + 1％
＜44,400円＞

57,600円
＜44,400円＞

35,400円
＜24,600円＞

○現行（69歳以下）

４



○ 65歳以上の医療療養病床に入院する患者の居住費について、介護保険施設や在宅との負担の公平化
を図る観点から、光熱水費相当額の負担を求めることとする。ただし、難病患者については、居住費（光熱
水費相当額）の負担を求めない。

○ 制度改正の伴う負担の増加により、生活保護基準を下回ってしまう場合も負担を求めない。その場合、限
度額適用・標準負担額減額認定証の適用区分欄に「（境）」の記載を追加する。

（注）介護保険施設（老健・療養）の多床室に入所する低所得者（市町村民税非課税者）の居住費負担額（光熱水費相当額）は、
直近の家計調査の結果を踏まえ、平成27年４月に320円／日から370円／日に引き上がっている。

＜平成29年10月～＞ ＜平成30年４月～＞＜現行＞

65歳以上
医療療養病床

負担額

医療区分Ⅰ
（ⅡⅢ以外の者）

320円／日

医療区分ⅡⅢ
（医療の必要性の
高い者） 0円／日

難病患者

65歳以上
医療療養病床

負担額

医療区分Ⅰ
（ⅡⅢ以外の者）

370円／日

医療区分ⅡⅢ
（医療の必要性の
高い者）

200円／日

難病患者 0円／日

65歳以上
医療療養病床

負担額

医療区分Ⅰ
（ⅡⅢ以外の者）

370円／日
医療区分ⅡⅢ
（医療の必要性の
高い者）

難病患者 0円／日

入院時の居住費（光熱水費相当額）の見直し

５


